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様式第６（第8条関係）

年	月	日
公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団
理事長　　　　　　殿

間接補助事業者　住	　　所
氏名又は名称
代表者の職・氏名
（押　印　省　略）
[bookmark: _Hlk196135810]
令和7年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域共生型廃棄物発電等導入促進事業
（うちPCBに汚染された変圧器の高効率化によるCO2削減推進事業））
中止（廃止）承認申請書

令和　年　月　日付け財団管理番号　　　で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域共生型廃棄物発電等導入促進事業（うちPCBに汚染された変圧器の高効率化によるCO2削減推進事業））を下記のとおり中止（廃止）したいので、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域共生型廃棄物発電等導入促進事業（うちPCBに汚染された変圧器の高効率化によるCO2削減推進事業））交付規程（以下「交付規程」という。）第8条第五号の規定により関係書類を添えて申請します。

記
１　間接補助事業の名称（□にチェック）
☐ ① PCBに汚染された可能性のある変圧器の分析調査事業
☐ ② PCB汚染変圧器を高効率変圧器に交換する事業
☐ ③ PCBに汚染された可能性のある変圧器の分析調査事業及びPCB汚染変圧器を高効率変圧器に交換する事業

２　中止（廃止）を必要とする理由


３　中止（廃止）の予定年月日


４　中止（廃止）までに実施した事業内容


５　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響




６　中止（廃止）後の措置


７　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（1） 責任者の所属部署・職名・氏名

（2） 担当者の所属部署・職名・氏名

（３）連絡先（電話番号・Eメールアドレス）



注１　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。
２　中止（廃止）までに実施した事業の内容については、様式第１の別紙１を使用し記載するとともに、様式第１の別紙２に交付決定額を上段に（　）書きし、中止（廃止）時の実施見込額を下段に記載した書類を添付すること。

